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背　景

　新型コロナウイルス感染症2019（COVID-19）は，
2019年12月に発生し，2020年 3 月に世界保健機関

（WHO）によって世界的なパンデミック宣言がな

された1）。日本では，2020年 1 月以降徐々に感染
が拡大し，2020年 4 月 7 日に政府が最初の緊急事
態宣言を発令した2）。その後，2020年から2022年
にかけて緊急事態宣言が繰り返された。これらの
宣言は，他国のロックダウン規制とは異なり，

〔二次出版〕

加速度計で測定した勤労者の身体活動および座位行動の
COVID-19発生前後における変化

―�Journal of Epidemiology に掲載された�
英語論文の日本語による二次出版―

藤井悠也1），北濃成樹1），甲斐裕子1），神藤隆志1 , 2 ），荒尾　孝1）

SUMMARY

　背景：新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行により，勤労者の身体活動（physical activity: 
PA）が減少し，座位行動（sedentary behavior: SB）が増加した可能性がある。しかし，これまでのほと
んどの研究では，PA と SB は自己申告により評価されていた。そこで本研究は，日本人勤労者における
COVID-19発生前後の PA および SB の変化について加速度計を用いて明らかにすることを目的とした。
　方法：本研究は，首都圏在住勤労者の健康診断データを用いた 1 年間の縦断研究である。ベースライン
調査は2019年 6 月から11月，追跡調査は2020年 6 月から11月に実施された。どちらの調査でも，参加者は
少なくとも10日間，起きている時間に 3 軸加速度計を腰に装着するよう求められた。分析にあたり，装着
時間の変動を考慮し，PA と SB に費やした時間（分）を装着時間に占める割合（％）に換算した。
COVID-19発生前後の PA と SB の変化を調べるために，対応のある t 検定を実施した。
　結果：参加者757人のうち，536人（70.8%）を分析対象とした。分析対象者の平均年齢は53.3歳，女性が
69.6%，ほとんどが正社員であった。解析の結果，PA は，平日および週末に関係なく減少したが，週末
の変化量は少なかった。一方で，SB は平日・週末ともに有意に増加した。これら PA の減少もしくは
SB の増加は， 1 日当たり約10分程度であった。
　結論：首都圏在住勤労者において，COVID-19の発生後，客観的に測定された PA は減少し，SB は増
加した。そして，その効果量は 1 日当たり約10分程度であることが明らかになった。
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人々の自粛と自己防衛意識に頼った自主的な感染
予防を促進するため，ソーシャルディスタンス措
置などが採用された3）。勤労者においては，CO-

VID-19のパンデミックによってワークスタイル
が大きな影響を受け，在宅勤務が普及した4,5）。
この働き方の変化は，通勤ほか職業に関連する身
体活動（physical activity: PA）に大きな影響を与え
た6,7）。Ráthonyi らは，パンデミック中の勤労者
の PA と座位行動（sedentary behavior: SB）の変化に
関する39の論文をレビューした。その結果，対象
論文の76.4% において PA の減少が報告され，
75.0％において SB の増加が確認された8）。しかし，
先行研究のほとんどは， 2 つの大きな方法論的限
界を有していた8）。第一に，ほとんどの研究は質
問票によって PA を評価しており，想起バイアス
の問題がある9）。一般的に，客観的に PA を評価
できる方法は，この想起バイアスの影響を受けな
い。COVID-19のパンデミック中はネガティブな
感情になりやすく10），それが想起バイアスに多大
な影響を与えた可能性を考慮すると11），パンデ
ミック前後の PA と SB を客観的に評価する方法
を採用する必要がある。更に， 3 軸加速度計など，
客観的に測定できるツールを用いることで，PA

がいつ，どの程度変化したかを示す証拠も得るこ
とが可能となる。勤労者の PA パターンが平日と
週末で異なる可能性があることを考えると，この
エビデンスは介入策の立案に役立つだろう。第二
に，最近のシステマティックレビューでは，先行
研究の 4 分の 3 近くが横断デザインを採用してい
ることが示された8）。個人内の変化を検出するた
めには，同一対象者に対する縦断調査を実施する
必要がある。したがって，パンデミック前後の
PA と SB の変化におけるバイアスを少なくする
ために，この 2 つの制限を克服する必要がある。
更に，COVID-19のまん延に対する制限解除後の
PA と SB の変化に関するエビデンスはまだ不足
している。これまでのほとんどの研究は，社会的
緊急性と時間的制約のために，最も厳しい行動制
限措置（ロックダウンなど）の下での即時的な変化
を調べていた8,12）。最近の縦断的研究では，ロッ

クダウン解除後の児童における PA の変化が検証
され，活動レベルが依然としてパンデミック前の
レベルに回復していないことが報告されている13）。
持続的な運動不足が非感染性疾患のリスクを高め
る可能性があることを踏まえると14），勤労世代に
おいても，厳しい行動制限措置が解除された後の
PA と SB の変化を特定することは重要だと考え
られる。そこで本研究では，日本人勤労者におけ
る COVID-19発生前後の PA と SB の 1 年間の変
化を，加速度計を用いて明らかにすることを目的
とした。

方　法

Ａ．参加者とデータ収集

　本研究は，明治安田新宿健診センター（東京都
新宿区）の健康診断データを用いた明治安田ライ
フスタイルスタディ（MYLS スタディⓇ）による 1

年間の縦断研究である15）。研究対象者の選択基準
は， 1）加速度計によるオプション検査を受けた
こと， 2）生命保険会社またはその関連会社（事務
職）に勤務しており，研究者が参加者の就業規則
を特定できること， 3）この研究に参加するため
のインフォームドコンセントに同意した者とした。
ベースライン調査は，COVID-19発生前の2019年
6 月から11月までに実施された。追跡調査は 1 回
目の緊急事態宣言解除直後の2020年 6 月16日から，
2 回目の緊急事態宣言発令16）直前の2020年11月ま
でに実施した17）。ベースライン調査には1059人が
参加し，追跡調査には757人が参加した（追跡調査
率：71.5％）。対象者の就業先における勤務日お
よび勤務時間は，月曜日から金曜日の 9:00～
17:00であり，フレックスタイム制は導入されて
いなかった。調査対象者のうち，ベースライン調
査でリモートワーク制度を利用していた者はおら
ず，追跡期間中に在宅勤務を導入した従業員は約
20％であった（調査対象企業の人事部による情報
提供）。本研究の参加者は，健康保険組合から毎
年の健康診断に対する費用補助を受けているホワ
イトカラー勤労者であった。この研究は明治安田
厚生事業団倫理審査委員会の承認を得て実施され
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た（承認番号：28006）。
Ｂ．身体活動と座位行動

　参加者の PA と SB は， 3 軸加速度計（Active 

style Pro HJA750-C：オムロンヘルスケア株式会社，
京都，日本）によって計測した18,19）。加速度計は，
健診日の少なくとも 2 週間前に，測定手順と健康
診断キットとともに各参加者に郵送された。参加
者は，デバイスを損傷する可能性のある状態（例
えば，水中での活動や接触のあるスポーツなど）
を除いて，少なくとも10日間，起きている間に加
速度計を腰に装着するように求められた。エポッ
ク 長 は 60 秒 に 設 定 さ れ，metabolic equivalents

（METs）は，開発者が提供するソフトウェアに
よって計算された19）。検出限界を下回る活動が60

分連続した場合を非装着時間と定義し，データが
10時間の装着時間を超えた場合は有効日と見なし
た。有効な平日データを 2 日以上かつ有効な週末
データを 1 日以上もつ参加者を分析対象とし
た20,21）。各60秒のエポックは，低強度 PA（LPA: 

1.6～2.9 METs），中強度から高強度 PA（MVPA: ≥ 

3.0 METs），または SB（≤ 1.5 METs）に分類された。
副次的アウトカムとして，bouted MVPA（BMVPA: 

最大 2 分間の中断を許容し，かつ10分以上連続し
た MVPA）22），prolonged SB（PSB: 30分以上の連続
した SB）23,24），および歩数も評価した。これらの
各行動に費やされた時間と歩数は， 1 日ごとに集
計され，すべての有効日数で平均された。活動レ
ベルの日内変動をとらえるために，時間ごとの総
PA（METs-h）を計算した。
Ｃ．人口統計データ

　参加者の特性を明らかにするために，人口統計
学的情報を取得した。これらの変数には，年齢

（連 続 値）， 性 別， 身 長， 体 重（連 続 値），body 

mass index: BMI（連続値），配偶者の有無（あり，
なし），教育年数（連続値），主観的経済状況（大変
ゆとりがある，ゆとりがある，苦しい，大変苦し
い），職種（管理職，事務員，専門職，販売／／サー
ビス職，その他），および雇用状況（正社員，その
他）が含まれた。オフィスワーカーは，管理職，
事務員，専門職などの職種に回答した人と定義し

た。BMI は測定された身長と体重を使用して計
算され，残りの変数は自記式アンケートによって
評価された。
Ｄ．統計解析

　分析にあたり，装着時間の変動を考慮し，PA

と SB に費やした時間（分）を装着時間に占める割
合（％）に換算した。2019年と2020年の PA と SB

の分布を示すため，箱ひげ図とバイオリンプロッ
トを示した。COVID-19発生前後の PA または SB

の変化を調べるために，対応のある t 検定を実行
し，効果量（Cohen の d）を計算した。分析は，全
体および平日と週末別に実施された。総 PA の日
内変動をラインプロットとヒートマップを用いて
図示した。感度分析として，性別，年齢（50歳未
満または50歳以上），職種（オフィスワーカーまた
は販売／／サービス職），および主観的経済状況（苦
しい／／大変苦しい，またはゆとりがある／／大変ゆと
りがある）ごとに，すべての分析を実施した。年
齢のカットオフは，この集団の平均年齢（53.3歳）
に近い50歳とした。すべての統計分析と視覚化は，
R バージョン4.0.2（R Foundation for Statistical Com-

puting，ウィーン，オーストリア）を使用して実行
され，有意水準は P < 0.05に設定した。

結　果

　ベースライン調査の参加者は1059人，追跡調査
の参加者は757人で，追跡率は71.5％であった。
適格な参加者757人のうち，221人（29.2％）の勤労
者が加速度計の欠損データのために除外され，
536人（70.8％）が分析に含まれた。ベースライン
特性は，分析対象となった参加者と対象外の参加
者（追跡調査を受けていない，または加速度計の
データが欠損している）ごとに補足表 1 に示す。
ベースライン調査と追跡調査は，ほとんどの参加
者について同じ季節に実施され（補足図 1 ），平均
追跡期間は378.6日（標準偏差，36.2日）であった

（表 1 ）。参加者の平均年齢は53.3歳で，69.6％が
女性であった。平均教育年数は14.5年（大学卒に
相当）で，ほとんどが正社員であった。参加者の
PA と SB の特徴を補足表 2 に示す。
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　図 1 は，2019年から2020年までの PA，SB，お
よび歩数の変化を示している。各点は，PA およ
び SB における装着時間の平均変化率を示してい
る。点が 0 の左側にある場合は，2020年にその活
動が減少したことを示している。LPA と MVPA は，
平日および週末に関係なく減少したが，週末の変
化は有意ではなかった。逆に，SB は平日と週末
の両方で増加した。PA と SB の変化の大きさは，
LPA と MVPA を統合すると，平日・週末を問わ
ず，加速度計の装着時間の割合で PA の減少が約
1 ％ポイントに相当し，SB は同程度増加した。
平日のベースライン時の平均装着時間が951分で
あったことから， 1 ％ポイントの変化は 1 日9.5

分（約10分）と算出できる。平日と週末の BMVPA

時間に明確な変化は見られなかった。一方で PSB

は平日と週末の両方で増加した。歩数は平日と週
末の両方で減少した（200～800歩／／日）。すべての
変化量は，補足表 3 および補足図 2 に記載されて
いる。感度分析の結果，性別，年齢，職種，主観
的経済状況ごとに見ても，PA と SB における変
化の傾向は変わらないことが示された（補足図 3

～ 6 ）。
　図 2 は，2019年（赤線）と2020年（青線）における
総 PA の日内変動を，平日と週末に分けてプロッ
トしている。折れ線グラフの影は，平均 ± 1 標準
偏差の範囲を示している。ヒートマップでは，濃
い赤と青は，それぞれ2019年から2020年にかけて
の総 PA における減少または増加を示している。
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表 1 ．ベースラインでの参加者の特徴

変数 全対象者（n = 536） 男性（n = 163） 女性（n = 373）

平均値（SD）年齢，歳 53.3（8.9） 51.9（6.9） 53.9（9.6）
性別
　男性 163 （30.4%） - -
　女性 373 （69.6%） - -
平均値（SD）身長，cm 161.5（9.0） 171.9（5.8） 157.0（5.9）
平均値（SD）体重，kg 59.6（12.4） 68.5（11.6） 55.7（10.7）
平均値（SD）BMI，kg/m2 22.7（3.8） 23.1（3.4） 22.5（4.0）
配偶者の有無
　あり 352 （65.9%） 141 （86.5%） 211 （56.9%）
　なし 182 （34.1%） 22 （13.5%） 160 （43.1%）
　欠損 2 0 2
平均値（SD）教育年数，年 14.5（1.8） 15.9（0.8） 13.9（1.8）
　欠損 15 3 12
主観的経済状況
　大変ゆとりがある 31 （5.8%） 12 （7.4%） 19 （5.2%）
　ゆとりがある 364 （68.5%） 122 （74.8%） 242 （65.8%）
　苦しい 113 （21.3%） 24 （14.7%） 89 （24.2%）
　大変苦しい 23 （4.3%） 5 （3.1%） 18 （4.9%）
　欠損 5 0 5
職種
　オフィスワーカー 390 （72.8%） 150 （92.0%） 240 （64.3%）
　販売／／サービス職 146 （27.2%） 13 （8.0%） 133 （35.7%）
雇用状況
　正社員 424 （80.5%） 148 （91.9%） 276 （75.4%）
　その他 103 （19.5%） 13 （8.1%） 90 （24.6%）
　欠損 9 2 7
平均値（SD）追跡期間，日数 378.6（36.2） 377.0（34.3） 379.3（37.1）

SD：standard deviation （標準偏差）
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図 2 ．2019年と2020年の身体活動における日内変動の比較
折れ線グラフの影は，平均値から1標準偏差 ± の範囲を示す。ヒー
トマップにおける濃い赤と青は，それぞれ2019年から2020年にか
けての総身体活動の大幅な減少または増加を示している。
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図 1 ．2019年から2020年までの身体活動と座位行動の変化
点は平均値，エラーバーは95％信頼区間を示す。装着時間に占め
る割合は，加速度計の装着時間に対して各活動に費やした時間の
割合を算出した。
LPA：light-intensity physical activity（低強度身体活動），MVPA：mod-

erate- to vigorous-intensity physical activity（中高強度身体活動），BM-

VPA：bouted moderate- to vigorous-intensity physical activity（10分以上
連続した中高強度身体活動），SB：sedentary behavior（座位行動），
PSB：prolonged sedentary behavior（30分以上連続した座位行動）
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平日の結果は， 7:00から24:00までのヒートマッ
プが赤い線で描かれており，2019年と比較して
2020年の総 PA が減少していることを示している。
対照的に，2020年における週末の総 PA は11:00か
ら18:00に2019年より増加している傾向が確認さ
れ，19:00以降は減少した。

考　察

　本研究は，勤労者における COVID-19発生前後
の PA と SB の 1 年間の変化について，加速度計
を用いて明らかにした最初の研究であった。その
結果，COVID-19発生後において，主に平日の PA

が減少し，SB が増加したことが示された。具体
的な効果量としては，LPA と MVPA を統合する
と，平日・週末を問わず，加速度計装着時間の割
合で PA の減少が約 1 ％ポイントに相当し，SB

は同程度増加した。ベースライン調査時の平日に
おける平均装着時間は951分であったため， 1 ％
ポイントの変化は， 1 日当たり9.5分（約10分）と
推定できる。感度分析では，これらの傾向は性別，
年齢，職種，主観的経済状況によって変わらない
ことも示唆された。
　先行研究のレビューでは，ほとんどの研究にお
いて，COVID-19のまん延によるロックダウン措
置によって勤労者の PA と SB が悪影響を受けた
ことが報告されている8）。しかし，多くの研究が
質問紙を用いて PA と SB を評価しており，測定
バイアスの問題がある。Wunsch らは，COVID-19

がすべての世代の PA に与える影響に関するシス
テマティックレビューにおいて，パンデミックに
おける PA の変化を調査するためには，行動の客
観的な評価と縦断的データを活用することの重要
性を強調した12）。我々の研究は，客観的な縦断的
データを用いて，これらの 2 つの方法論的限界を
克服し，パンデミック時の PA 低下と SB 増加に
関する，これまでの知見を拡張した。
　COVID-19の発生後，PA の減少と SB の増加が
観察されたが，これらの行動の変化の大きさは平
日と週末で異なる傾向を示した。平日には，
BMVPA を除くすべての行動に変化が見られた。

しかし，週末には，SB，PSB，および歩数でのみ
変化が見られた。COVID-19に対する勤労者の行
動の変化を，平日と週末に分けて検証した研究は
限られている25）。Brusaca らは，COVID-19パンデ
ミック中の勤労者は，パンデミック前と比較して，
平日の MVPA が減ったことを明らかにしたが，
週末の行動はパンデミック前とパンデミック中と
の間であまり変化していなかった25）。我々の結果
は，彼らの結果と部分的に一致していた。ほとん
どの強度の PA が週末に変化を示さなかったのは，
平日と比較してこれらの行動に大きなばらつきが
あるためと思われる。客観的な測定方法を用いれ
ば，バイアスが少ない状態で装着日の PA を評価
できるが，日によって大きく行動が変化する週末
における PA の平均量を推定するには，より多く
のデータが必要だったと考えられる。我々のデー
タでは，週末の平均装着日数はわずか4.5日程度
であり，週末の「習慣的な」行動を評価するには十
分ではなかった可能性がある。週末の PA と SB

の変化を明らかにするには，更に長期間の調査を
含んだ研究が必要となる。
　日内変動の結果によって，平日 7:00以降の総
PA は，2019年と比較して2020年において減少し
ていたことが示された。これは，パンデミックに
よる外出制限に伴う働き方の変化を反映したもの
だと考えられる。首都圏の緊急事態宣言では，国
から従業員の出社率をパンデミック前比で70％に
減らすよう要請された26）。緊急事態宣言解除後も，
感染拡大防止のための基本的な対策は引き続き徹
底された。調査対象企業の人事部によると，追跡
期間中に在宅勤務を導入した従業員は約20％にと
どまったが，残りの従業員は，同僚や顧客と直接
会うことは避けるよう求められた。したがって，
これらすべてのワークスタイルの変化が，日中の
総 PA の減少と SB の増加につながった可能性が
ある。一方，就業時間後における総 PA の減少は，
感染防止対策としてレジャー施設の利用制限やイ
ベント開催が制限されたことが原因と考えられる。
特に首都圏では，「歓楽街」を訪れる人の減少が報
告されている27）。以上のことから，首都圏に住む
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日本人勤労者は，平日の就業前，就業中，就業後
に PA が減少している可能性がある。一方，週末
の日内変動を見ると，昼間は PA が増加する傾向
にあるが，夕方以降は減少する傾向にあることが
明らかとなった。昼間の活動の増加は，夜間の行
動制限に伴う「代償活動」として発生したと考えら
れる（例えば，夜間は店が閉まっているため，昼
間に買い物に行くようになった等）。しかし，週
末の PA は全体的に減少する傾向があったため，
夜間の活動が日中の活動に完全に取って代わった
わけではないことが示唆された。
　この研究では，PA 減少および SB 増加は 1 日
当たり約10分であることが確認された。この変化
は，COVID-19の発生後，PA が 1 日当たり23分減
少，SB が75分増加したと報告された以前の研
究28,29）で確認されたものよりも比較的小さかっ
た12）。この違いには 2 つの理由が考えられる。第
一の理由は，PA の評価方法の違いである。本研
究では PA と SB の測定には加速度計を使用した
が，ほとんどの先行研究では自己申告式の質問票
を使用していたため，想起バイアスが生じていた
可能性がある9）。アンケートは，ネガティブな状
況下で悲観的に推定されることが報告されている。
COVID-19のパンデミック時のように，心理的に
ネガティブな状況下では10），自己申告による PA

は悲観的に評価されることがあり11），過去の活動
量を過大に，現在を過少に報告した可能性がある。
したがって，PA と SB の変化における効果量は，
先行研究では過大評価されていた可能性がある。
第二の理由は，実施されていた制限措置の違いで
ある。これまでのほとんどの研究は，ロックダウ
ンが実施された地域で調査を行っている8,12）。本
研究はロックダウンなどの厳しい制限とは異なり，
比較的緩やかな制限が実施されている東京で調査
を行い，更にこれらの制限が解除されている期間
中に追跡調査が実施された。今後の研究では，制
限の厳しさごとに PA と SB への影響が異なるか
を比較し検証する必要がある。
　この研究では，PA と SB の変化は比較的小さ
いことが示されたが，公衆衛生への影響は小さく

ない可能性がある。日本では，厚生労働省が2013

年に身体活動ガイドラインを制定し， 1 日10分の
PA を上乗せする「＋10（プラステン）」のメッセー
ジを強調している30）。「＋10」の推奨は，MVPA を
1 日10分増やすことで，非感染性疾患，認知症，
関節筋骨格系障害，更には死亡のリスクを 2 ～
8 ％減らすことができるという研究成果に基づい
ている31）。我々の研究では，総 PA が 1 日当たり
10分「減少」したことを考えると，パンデミックの
間，人口は「＋10」の推奨とは反対の方向（病気の
リスクの増加に向かって）に動いたといえる。人
口レベルで PA を 1 日当たり10分増やすことは困
難である32）。したがって，勤労者の PA を増やす
ために，更に積極的な介入が必要である。
　本研究の強みは，パンデミック時の行動変化を
調査するうえで必要な，いくつかの制限を乗り越
えたことである。したがって，これらの結果は，
測定バイアスを回避し，日本人勤労者における
COVID-19発生後の PA または SB の詳細な変化を
示すことができた。しかし，我々の研究にはいく
つかの限界がある。まず，外的妥当性の問題であ
る。本調査は首都圏の企業に勤める勤労者を対象
に実施された。参加者の大半は，労働時間が決
まった正社員で，比較的裕福な人々であった。し
たがって，この結果が他の地域，国，職業，勤務
スケジュール（フレックスタイムなど）の人々に適
用できるのかは不明である。第二に，本研究は
PA の客観的評価を用いていたが，活動強度に関
して誤分類が生じた可能性がある。特に，腰に取
り付けられた加速度計は姿勢を検出できないため，
SB と LPA の誤分類につながる可能性がある33）。
最後に，すべての参加者が COVID-19の発生に曝
露していたため，対照群は設定されておらず，結
果は単に時間の変化を反映しているという批判に
反論できない。
　結論として，COVID-19の発生後，日本人勤労
者では PA が減少し，SB が増加した。また変化
量は 1 日当たり10分に相当した。更に，これらの
行動の変化は，週末よりも平日のほうが明瞭であ
り，平日の就業時間前，就業時間中，就業時間後
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に確認された。これらの知見は，パンデミックに
よる制限が勤労者の PA および SB に及ぼす悪影
響を防ぐための対策の開発に役立つ情報となる。
特に，本研究の結果から示唆されたように，平日
の通勤，日中の仕事関連 PA，就業後の余暇 PA

の減少を補うための計画を，国，企業，個人が策
定すべきである。COVID-19パンデミック中また
はパンデミック後において，勤労者の PA と SB

を回復する方法を探るには，今後の更なる研究が
必要である。
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補足資料

補足表 1 ．分析対象となった参加者と対象外となった参加者のベースライン特性の比較

変数 分析対象（n = 536） 対象外（n = 523） P-value a

平均値（SD）年齢，歳  53.3（8.9）  52.0（9.3） 0.03

性別 0.35

　男性 163   （30.4%） 174   （33.3%）
　女性 373   （69.6%） 349   （66.7%）
平均値（SD）身長，cm 161.5（9.0） 162.0（8.6） 0.35

平均値（SD）体重，kg  59.6（12.4）  60.8（12.3） 0.11

平均値（SD）BMI，kg/m2  22.7（3.8）  23.0（3.8） 0.19

配偶者の有無 0.43

　あり 352   （65.9%） 349   （68.4%）
　なし 182   （34.1%） 161   （31.6%）
　欠損   2  13

平均値 SD）教育年数，年  14.5（1.8）  14.5（1.9） 0.85

　欠損  15  39

主観的経済状況 0.07

　大変ゆとりがある  31   （5.8%）  38   （7.5%）
　ゆとりがある 364   （68.5%） 313   （61.5%）
　苦しい 113   （21.3%） 139   （27.3%）
　大変苦しい  23   （4.3%）  19   （3.7%）
　欠損   5  14

職種 0.17

　オフィスワーカー 390   （72.8%） 335   （68.6%）
　販売／／サービス職 146   （27.2%） 153   （31.4%）
　欠損   0  35

雇用状況 0.44

　正社員 424   （80.5%） 382   （78.3%）
　その他 103   （19.5%） 106   （21.7%）
　欠損   9  35

SD：standard deviation（標準偏差）
a 統計解析：t 検定，カテゴリ変数にはカイ二乗検定
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補足表 2 ．参加者の身体活動と座位行動の特徴

変数
ベースライン（2019） 追跡（2020）

Mean （SD） Mean （SD）

装着日数，日
　平日   12.2 （4.5）   11.8 （4.5）
　週末    4.6 （2.5）    4.5 （2.5）
装着時間，分／／日
　平日  951.1 （122.7）  936.7 （131.0）
　週末  873.6 （148.3）  868.1 （154.7）
活動時間，分／／日
　平日
　　LPA  270.5 （92.3）  259.0 （91.4）
　　MVPA   68.0 （25.3）   64.1 （24.4）
　　BMVPAa   27.3 （19.7）   26.6 （20.4）
　　SB  612.5 （126.9）  613.6 （128.5）
　　PSBa  221.0 （118.4）  236.0 （124.6）
　週末
　　LPA  276.3 （94.2）  267.8 （96.8）
　　MVPA   58.3 （37.3）   55.5 （36.5）
　　BMVPAa   26.4 （31.9）   25.9 （33.3）
　　SB  539.0 （150.5）  544.9 （161.3）
　　PSBa  257.1 （138.8）  268.5 （158.3）
歩数，歩／／日
　平日 9163.7 （2645.2） 8516.2 （2723.0）
　週末 6965.6 （4048.9） 6454.9 （4077.3）

SD：standard deviation（標準偏差），LPA：light-intensity physical activity

（低強度身体活動），MVPA：moderate- to vigorous-intensity physical ac-

tivity（中高強度身体活動），BMVPA：bouted moderate- to vigorous-in-

tensity physical activity（10分以上連続した中高強度身体活動），SB：
sedentary behavior（座位行動），PSB：prolonged sedentary behavior（30

分以上連続した座位行動）
a：PSB/BMVPA は 1 日当たりの合計活動時間を示す。
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補足表 3 ．全参加者の身体活動と座位行動の変化

ベース
ライン

（平均値）

追跡
（平均値） 変化量 c 95% CI P-value Cohen’s d

LPAa 全体 29.3 28.6 -0.77 -1.18 - -0.36 < 0.01 0.09

平日 28.5 27.7 -0.84 -1.25 - -0.42 < 0.01 0.09

週末 31.8 31.2 -0.68 -1.47 - 0.11 0.09 0.06

MVPAa 全体 7.1 6.8 -0.29 -0.46 - -0.12 < 0.01 0.11

平日 7.2 6.9 -0.29 -0.45 - -0.12 < 0.01 0.11

週末 6.8 6.5 -0.25 -0.60 - 0.10 0.15 0.06

BMVPAa 全体 2.9 2.9 -0.03 -0.19 - 0.12 0.67 0.01

平日 2.9 2.9 -0.02 -0.16 - 0.12 0.75 0.01

週末 3.1 3.1 -0.02 -0.35 - 0.30 0.90 0.01

SBa 全体 63.6 64.6 1.06 0.61 - 1.51 < 0.01 0.12

平日 64.2 65.4 1.12 0.68 - 1.57 < 0.01 0.12

週末 61.4 62.3 0.93 0.01 - 1.86 0.05 0.08

PSBa 全体 24.5 26.3 1.83 1.15 - 2.51 < 0.01 0.17

平日 23.0 25.0 1.97 1.27 - 2.67 < 0.01 0.17

週末 29.0 30.3 1.26 0.04 - 2.48 0.04 0.09

Stepb 全体 8575 7941 -634 -797 - -470 < 0.01 0.24

平日 9164 8516 -648 -807 - -488 < 0.01 0.24

週末 6966 6455 -511 -834 - -187 < 0.01 0.13

CI: confidence interval（信頼区間），LPA：light-intensity physical activity（低強度身体活動），MVPA：moderate- to vigorous-intensity 

physical activity（中高強度身体活動），BMVPA：bouted moderate- to vigorous-intensity physical activity（10分以上連続した中高強
度身体活動），SB：sedentary behavior（座位行動），PSB：prolonged sedentary behavior（30分以上連続した座位行動）
a：装着時間に占める割合の平均値
b： 1 日当たりの歩数の平均値
c：ベースラインから追跡までの変化量を示す。
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補足図 1 ．各参加者のベースライン調査から追跡調査までの間隔
ベースライン調査の時期が赤点，追跡調査の時期が青点で示され
ている。ベースライン調査と同じ月に追跡調査を実施した場合，
青くハイライトされている範囲に収まる（ちょうど約 1 年間の追
跡期間を意味する）。
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補足図 3 ．2019年から2020年における身体活動と座位行動の男女別の変化
点は平均値，エラーバーは95％信頼区間を示す。装着時間に占める割合は，加速度計の装着時間に対して各活動に費やした
時間の割合を算出した。
LPA：light-intensity physical activity（低強度身体活動），MVPA：moderate- to vigorous-intensity physical activity（中高強度身体活
動），BMVPA：bouted moderate- to vigorous-intensity physical activity（10分以上連続した中高強度身体活動），SB：sedentary be-

havior（座位行動），PSB：prolonged sedentary behavior（30分以上連続した座位行動）

補足図 2 ．2019年と2020年の身体活動と座位行動の分布
箱ひげ図内の点は平均値を示す。
LPA：light-intensity physical activity（低強度身体活動），MVPA：moderate- to vigorous-intensity physical activity（中
高強度身体活動），SB：sedentary behavior（座位行動），Max：maximum（最大値），IQR：interquartile range（四分
位範囲），Min：minimum（最小値）
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補足図 5 ．2019年から2020年における身体活動と座位行動の職種別の変化
点は平均値，エラーバーは95％信頼区間を示す。装着時間に占める割合は，加速度計の装着時間に対して各活動に費やした
時間の割合を算出した。
LPA：light-intensity physical activity（低強度身体活動），MVPA：moderate- to vigorous-intensity physical activity（中高強度身体活
動），BMVPA：bouted moderate- to vigorous-intensity physical activity（10分以上連続した中高強度身体活動），SB：sedentary be-

havior（座位行動），PSB：prolonged sedentary behavior（30分以上連続した座位行動）

補足図 4 ．2019年から2020年における身体活動と座位行動の年齢別の変化
点は平均値，エラーバーは95％信頼区間を示す。装着時間に占める割合は，加速度計の装着時間に対して各活動に費やした
時間の割合を算出した。
LPA：light-intensity physical activity（低強度身体活動），MVPA：moderate- to vigorous-intensity physical activity（中高強度身体活
動），BMVPA：bouted moderate- to vigorous-intensity physical activity（10分以上連続した中高強度身体活動），SB：sedentary be-

havior（座位行動），PSB：prolonged sedentary behavior（30分以上連続した座位行動）
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補足図 6 ．2019年から2020年における身体活動と座位行動の主観的経済状況別の変化
点は平均値，エラーバーは95％信頼区間を示す。装着時間に占める割合は，加速度計の装着時間に対して各活動に費やした
時間の割合を算出した。
LPA：light-intensity physical activity（低強度身体活動），MVPA：moderate- to vigorous-intensity physical activity（中高強度身体活
動），BMVPA：bouted moderate- to vigorous-intensity physical activity（10分以上連続した中高強度身体活動），SB：sedentary be-

havior（座位行動），PSB：prolonged sedentary behavior（30分以上連続した座位行動）


